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1　　陪審制と憲法論（1）
一第45・46帝国議会における憲法論争一
中　原 精　一
はしがき
　昭和3年から施行されて，昭和18年に休眠に入ったままになっているわ
が国陪審制は，大正11年に第45回帝国議会に提出され，貴族院において審
議未了となり，ついで翌大正12年第46回帝国議会に再提出され，同年3月
21日貴族院を通過して，公布された陪審法にもとついている。江木衷・原
嘉道・花井卓蔵共同監修「陪審法審議編」は，陪審法がこの二度の帝国議
会において審議された議事録を収録したものである。総頁数1530頁という
膨大なものである。陪審法研究にとっては，きわめて重要な文献の一つで
もあり，この審議編を読むことは，きわめて重要なことといえるのであ
る。
　　　　　　　　鹿
　当時，陪審制には司法による人権じゅうりん問題などもからんで，いわ
ゆる大正デモクラシーの潮流にものって関心の高い法案の一つであった。
一度は審議未了に追いこまれた法案であるが二度目の審議で漸く日の目を
みた。陪審制そのもの，法案の内容など論争点も多岐に亘っており，議員
と政府との間にかなり白熱した議論が展開された。本稿では，これらの論
争点のうち，つぎの諸点について議論された部分を上記r陪審法審議編」
を素材にして検討することにした。これらの項目は全体として憲法論に深
くかかわっている部分である。
　（1）政府の提案理由における憲法論
　②　合憲論と違憲論一それぞれの根拠
2　（3〕立憲政治と陪審制
　（4）事実の認定と陪審の役割一陪審法案第1条一
　（5）陪審更新の反復一陪審法案第95条一
　以下，上記の項目別に審議編を通読したところによって，議会での陪審
制に関する憲法論議を紹介しながら，その問題点を論ずることとする。
〔1〕　政府の提案理由における憲法論
　陪審法案を議会へ提案した理由については，随所に政府答弁の中で述べ
られているが，それらのなかで，比較的手短かに説明されているのは，横
田政府委員が，第45回貴族院特別委員会で述べたところである。そこで同
委員はこの法案の提案理由として，つぎのように述べている。政府は司法
に対する民衆参与の必要性を考慮するようになったのだがどのような制度
で参与させるかについて，いろいろ研究した結果，　「外国二於テ先人力其
ノ途ヲ開イタ所ノ陪審制ト云フモノニ目ヲ著ケルヨリ仕方カナイ」ことに
なった（499）。ところが，欧米の制度では余りに陪審員による事実の判断
に重きを置きすぎている。この点を考慮しながら憲法第57条に適合するよ
うな制度にすべきであると考えた。憲法第57条は「司法権ハ天皇ノ名二於
テ法律二依リ裁判所之ヲ行フ」と定めている。そして，この規定によりわ
が国の裁判は，天皇の任命する裁判官によって構成される裁判所が行うも
のと考えられている。したがって，天皇の任命によらない陪審員が裁判に
実質的に参加することは憲法第57条に抵触するものであると考えられる
（これは裁判官はもとよりであるが，枢密院，貴族院の議員にも強く支持
された考え方でもあった。だから，政府の法案作成にあたって，この点が
政府のもっとも苦心したところであったのである）。そこで，憲法第57条
の存在は，　「実二帝国ノ陪審制度ト云フモノヲ独創的ノモノニ作ラシムル
所ノーツノ教テアル」と考え，その結果，「一面二於テハ常識裁判官ノ独
断専行二流レス，他面二於テハ陪審員ノ手二事実判断権ヲ奪ツテ，其ノ自
由勝手ニシナイト云フ中正ノモノヲ布ク」とし，これを「日本ノ陪審制度
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ノ特色アルモノ」（500）として運用上成績を収めたいと述べて，違憲論者
の了解を求めたのである。
　このような理解のうえにたって陪審法第1条がつくられた。すなわち，
「裁判所ハ本法ノ定ムル所二依リ刑事事件二付陪審ノ評議二付シテ事実ノ
判断ヲ為スコトヲ得」とした。この第1条によって，陪審員の役割が事実
を認定したうえで有罪・無罪の評決をする陪審制のもっとも重要な役割か
ら，単に事実の認定を裁判官に答申するという諮問機関化し，これとセッ
トになって定められた第95条で，後述するようにストッパーのない答申繰
り返えしの珍制度が設けられることとなった。
　このような不徹底は陪審法の提案について，　「斯ル案力帝国議会ヲ通過
シテ法律トナリマシテ，世界各国二対シテ日本ノ陪審法ハ斯ノ如キモノテ
アルトシテ，帝国ノ面目ヲ保タレルモノテアリマセウカ（「ヒヤヒヤ」）欧
米各国ハ必ス我帝国ノ陪審法二対シテハ冷笑ノ眼ヲ以テ視ハシナイカト甚
タ懸念ヲ致スノテアリマス」（34），という痛烈な批判が起るのである。そ
れでも政府は，しんぼう強く憲法第57条に抵触することを避けるのに全力
をあげて答弁しているのである。そのしんぼう強さは驚くべきものがあっ
た。
　もちろん，政府案に賛成する議員が多数を占めるし，政府と立論のちが
う合憲論もあって，政府案は一度は第45回帝国議会で貴族院のはげしい抵
抗にあって審議未了となるが，第46回議会で成立をみるのである。つぎに
この法案をめぐっての合憲・違憲論の骨子について，その論じられている
部分を抜粋してみることにする。
〔2〕　合憲論・違憲論一それぞれの根拠
　審議録を読むと，政府は憲法第57条と陪審制との整合性を必死に守ろう
として，議員を説得し，合憲性のある陪審法制定に腐心した。政府は陪審
法案を作成して，議会に提出する前に，これを枢密院に提出したらしい。
その段階で強硬な違憲論が出されたため，陪審法の合憲性を検討した。陪
4審制が違憲であるというのは，憲法第57条の解釈から，裁判とは天皇の任
命した裁判官が行うものであり，裁判官ではないところの陪審員が諸外国
の行っている評決権をもつ陪審制では，明らかに違憲であるとされていた
からである。
　政府はこの陪審法案の中から，違憲構造をなくする作業に心がけた。政
府の考えとして「憲法二於テ裁判ト申シマスルモノハ，……単二法律ノ解
釈適用ノミニ非スシテ，事実ヲ認定シ，事実ヲ判断スルト云フ事モ，即チ
裁判ノーツテアル，故二若シ陪審力事実ヲ認定シ，其ノ認定二依テ裁判官
ヲ羅束スル，法律上裁判官ヲ拘束スルト云フコトニナリマスルト，即チ我
力憲法ノ司法権ノ規定二抵触スル」（485－6）ということになる。そこでこ
の抵触を避けるために，陪審はあくまで事実の有無を判断して，裁判官に
そのことを答申するということにしてあるので，何ら憲法に違反しないと
答弁した。そしてこの事実の判断をする陪審は「諮問機関ヨリモツヨク，
評決機関ヨリ弱イ」（38）機関であると説明した。
　政府の説明は，このように立法上の操作によって合憲論を主張したので
あるが，それは陪審の「事実の認定」が「裁判」の範疇に入るということ
を前提としていたからである。裁判とは事実の認定と法の適用とがセット
になっているというのが政府の解釈であった。これに対して，事実の認定
は裁判に入らないので，陪審員が事実を認定したうえで評決させる制度に
しても，憲法第57条には抵触しないという合憲論が主張された。これは本
書をまとめた江木衷らの主張でもあった。このことは後に花井卓蔵による
合憲論のところで紹介する。
　このほかの合憲論を主張したものとしては，熊谷直太議員が第46回衆議
院本会議で，高柳覚太郎議員（彼はもっとも強硬な違憲論者）への反論の
形で，主張した合憲論がある。これは政府の合憲論を承認したうえで，さ
らに「陪審員ノ答申ナルモノハ，一ツノ訴訟上ノ手続テアル」（694）から，
裁判の実質には影響がないので違憲ではないということであった。また・
高柳議員が憲法に明示がないことをあげたけれども，これは理由にはなら
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ない，としているが，この論争は後に紹介する。
　いま一つの合憲論は，第46回衆議院特別委員会での清瀬一郎議員による
本案に対する修正案の提案の中で，違憲論への反論として主張されたもの
である。ここで清瀬委員は，憲法を法律によって弾力的に考えて，陪審の
認定は裁判と考えても，合憲の判断ができるのではないかと主張した。た
とえぽ，裁判官は憲法上の条件で職を免ぜられて地位を失うことになって
いる（憲法58条）が，最近法律で裁判官の定年制をつくった。厳格に考
えれば，この法律は違憲だが，憲法を弾力的に考えれぽ一概に違憲とはい
えない。これと同様に，陪審による事実の判断を「裁判」と考えれぽ，違
憲であるが，憲法の要請である陪審制度を機能させようとするために，陪
審法に陪審員が事実の判断をすることを認める条項を定めても，一概に違
憲と判断する必要はないという論法であった（1028～）。
　これらの合憲論に対して，違憲論にもいろいろの立論がある。
　憲法違反論の第一は，憲法上に陪審制の明示がないことである。第45回
衆議院本会議の第二読会で横山金太郎議員は，泉二新熊博士の主張を引用
して，この主張をしている（103）。また，貴族院で若槻礼次郎は，憲法制
定当時に井上毅が陪審法が詳しいにもかかわらず，憲法に陪審の規定を設
けなかったのは，憲法が陪審法を認めていないことになろうとしている
（1222－3）。
　憲法に明示がないということについては，諸外国の例でも憲法に明示が
なくて，陪審制を設けている国もあるので，一概に違憲とはいえない，と
いうのが政府の反論であった。しかし事実認定を陪審が行うのは裁判であ
り，そのままでは違憲となることでは，政府の見解も違憲論者と同一であ
った。にもかかわらず政府が合憲のための立法作業をしたところに，この
陪審違憲論の攻防が展開されたわけである。したがって，違憲論の第二に
は，事実の認定を裁判に入れるかどうかの争いとして，事実の判断は法の
適用とともに裁判に入るのであるから，事実の判断を陪審員に認め，その
答申をまって裁判官が判決することは違憲であるとした（680高柳発言，
61817若槻発言）。さらにまた，それでも，陪審法第1条と第95条が陪審に
よる事実の判断を評決させることをせず，しかも裁判官がその判断を不当
とした場合には繰り返えし答申させて裁判官の意見に一致させることで，
そこに合憲性を担保したつもりであっても，なお陪審法第97条1項が「陪
審ノ答申ヲ採択シテ判決ノ言渡ヲ為スニハ裁判所ハ陪審ノ評議二付シテ事
実ノ判断ヲ為シタル旨ヲ示スヘシ」，と定めている以上，最終的にはやは
り陪審の答申が裁判官を拘束するわけで，「裁判ノ要素」（1078）になるか
ら，結局は憲法に違反すると主張した。第97条1項はともかくとして，第
95条の解釈論は違憲論のもっとも核心的部分である。この違憲論を回避す
るために，政府の陪審法制定が苦労したところである。
　このような憲法論を背景にして，陪審法の第1条で事実の認定と陪審の
役割，第95条で陪審答申の反復の二つの論争点の論議が展開されることに
なるのである。そこでこの二つの論争点をみる前に，これも政府が強く主
張した陪審制は立憲政治の要請に基づくものであるという見解についての
論争をみてみることにする。
〔3〕　立憲政治と陪審制
　陪審制の盛り上りは，大正デモクラシーの盛り上りの中で取りあげられ
た政策の一つであった。大正デモクラシーは憲法の視点からすれば，藩閥
政治における官僚政治，元老政治の弊害を反省して，立憲民主主義の政治
原理にたちもどるということであったわけである。その盛り上りの中味に
は普通選挙法の制定，地方自治の確立などがあり，陪審制もその一つであ
った。政治への民衆参加は，至上命令のように大正時代を風靡した。陪審
制推進者のなかにも，陪審制が単に司法の公正，冤罪の絶滅ということに
だけ焦点をあてたのではなく，むしろ憲法政治の中の一つの制度として，
これを評価しかつ推進したといってよい。このことは，陪審制の実現を目
指した政府の主張のなかにもみられたのである。むしろ，このことを主張
することが，違憲論への対抗上必要であったともいえるのである。
7　第45回衆議院特別委員会の冒頭で，大木国務大臣による陪審法案提出の
政府提案理由に，まずその姿勢があらわれている。　r政府力陪審制度二伴
フテ必要ト認メマシタ点ハ，国民ヲシテ司法事務二参与セシムルコトカ，
恰モ立法二議会ノ設ケアルコトト，又行政二地方自治ノ制度アル如ク，人
民ノ翼賛二依ツテ国務ヲ遂行シ，国家ノ進運二資スルコトハ，是レ即チ立
憲政治ノ本旨二適フ所以ノ途テアル，斯様二確信シテ居ル次第テアリマス」
（127）と述べている。そして，国民の政治参加は世界のすう勢であり，
司法のみがこれを拒む理由は何もない，ともいっている。このような考え
は議員の間からも主張された。たとえぽ，第46回衆議院特別委員会で横山
委員は「憲法政治ハ色々説明ノ方法モコサイマセウカ，要スルニ総テノ政
務二対シテ，国民二参与ヲ許スト云フコトカ精神テアル，憲法政治ハ国民
自ラ之ヲ運用シテ行クト云フ自治ノ観念二基ク精神ト云フモノカ憲政ノ根
本義テアル，随テ憲法ヲ発布シテ立法行政ノニ権二吾々人民力参与スル所
カアツタナラバ，当然ノ帰結トシテ司法権ニモ人民力参与スルト云フコト
カ是力当然テアル，憲政ノ形式カラシテ，当然ノ要求テアル，此国民ノ要
求ト云フモノヲ今日マテ無視セラレテアツタノテアリマス，所力今日ハ人
智力進ンテ参リ，人権ノ思想力発達シテ参ツタ結果，行政立法二参与スル
ト同様二，司法権ニモ参与スルト云フ国民ノ要求カアルノテアル」（778），
と述べてこの国民の要求に応えるのが為政者の職責であると主張した。
　このように政府も議員のなかにも，陪審制と立憲政治を結びつける強い
主張があった。これは，大正デモクラシーのふんいきのなかでは，かなり
説得力があったが，もちろんこれには反対意見もあった。その一つは，明
治憲法制定当時に陪審制が否定され，、憲法に規定されなかったということ
を理由としたものである。この主張は井上毅の見解を参考に論じたもので
あった。その主張によると，明治憲法制定時に憲法条項に陪審制がなかっ
たことが，井上毅の陪審制否定論にに基づくものであり，しかも井上毅が
憲法制定の重要な人物であったことから，憲法明文にないことは，明治憲
法が陪審制を予定していなかったことになる。したがって，陪審制を制度
8化する法律を制定することは憲法に違反するという主張となった。
　まず，貴族院の第46回議会での論議で，若槻，山脇両議員は井上毅がそ
の著書梧陰存稿に，陪審制否定の五つの理由をあげていることを述べた
（1153－4）。だが，政府はたしかに井上毅は陪審制否定論を述べているが，
それは違憲論と直接に関係はないので，論外であると反論した（1163－4）。
花井議員は井上毅は陪審否定論の一つに陪審員を抽選によってえらぶこと
を不当としているのに，政府案が抽選制を採用したのはどういう理由によ
るのかという質問をしている。これに対して，政府は陪審員の選定を公平
にするためであると答弁した（1347～8）。花井議員によると，梧陰存稿の
陪審制否定論は，ボアソナードが治罪法に陪審制を設けようとしたことに
対する反論である。したがって，井上毅は治罪法のレベルで陪審制を考え
ており，憲法レベルでは考えていなかったとみるべきである。そして，し
かも法律レベルで考えてもなお，否定論を主張したものと考えられるか
ら，井上毅の陪審制否定論と憲法論をことさらに関連して論ずる要はない
とした（1487）。
　このほかにいま一つ立憲政治の本質論から説いて陪審制を立憲政治と結
びつけて論ずることの不当性を主張したものもある。これは陪審制と立憲
政治とは無関係であるとする主張である。　「陪審制度二政治上ノ意味ヲ含
マシテ説明サルルコトヲ敢テ避ケルノテアリトス，余リ政治上ノ意味ヲ包
含シテ，此陪審制度ヲ主張スル人力多イノテアリマス，陪審制度ハ国民ヲ
司法権二参与セシムルモノテアルト云フヤウナコトヲ云ツテ居ル，而モ国
民ノ参政権ヲ実行スル所以テアルト云フコトモ云バレル，併シ林政府委員
カラシテ説明ヲ承リマシテ，其趣旨ノ在ル所ヲ諒シテ居リマスカ，林政府
委員ハ陪審制度ハ国民参政権ノ行使テハナイト云フ，是力正当ノ意味テア
ル，正当ノ解釈テアルト思フ，然ルニー般二陪審制度ヲ説明シ，懸案ノ理
由トシテ大臣ノ御説明二依リマスルト云フト，此制度力立憲政治ノ本旨二
副フ所以テアルト云フコトハ，其ノ意味ノ敦レカニ苦ムノテアマス，全体
陪審制度ナルモノハ，余リ深ク立憲政治トハ関係ナイモノト私ハ思フ」
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（976－7）。司法は「無」であるとして，政治部門である立法府や行政府と
は違った役割一裁判の無政治性の要請一からすれぽ，まさにこのように陪
審制を論ずるにあたって立憲政治を強調することは不自然である。しか
し，それは立憲政治の「政治」のとらえ方の問題であろうと思う。それは
広く国民が自らの権利を保障する場への参加という意味に解すれぽ，司法
もまたその範疇に入り，立憲政治における参加の一態様として陪審制を考
えてよいのではないかと思う。
　政府が立憲政治の一つとして陪審制をとりあげ，大正デモクラシーの看
板の一つにしようとしたいきごみと，これをまた陪審制反対論者への反論
の基礎としたことはよくわかる。しかしながら，明治憲法下の為政者がも
つ憲法理念というのは，あくまでも帝室論を根本とした絶対主義政治の中
で許される範囲での民衆の参加であり民主主義の許容である。このことは
次の政府の答弁にあらわれている。
　「陪審制度ノ根本義ハ何処二在ルカト申シマスレハ，ソレハ国民ヲシテ
裁判二悦服セシムルノテアル，此帰服或ハ悦服ヲ得ルニ付キマシテハ裁判
官ト国民一般トノ間二諒解ノ存スルコトヲ必要トスルノテアリマス，此諒
解ハ何二依ツテ得ラルルカト云ヘハ，是バー般国民ヲシテ裁判二参与セシ
ムルニアルノテアル，是ハ私ハ陪審制度ノ根本ノ思想テアルト考ヘテ居ル
ノテアリマシテ」（773－4）ということになる。民主政治における陪審制論
とはいささかニュアンスが異ってくることとなる。
〔4〕　事実の認定と陪審の役割論一陪審法第1条と憲法
　陪審制の生命は，陪審が事実を認定して，有罪・無罪を判定する権限が
認められていることにある。それは裁判の官僚化による，人権保障の機能
の低下を防止することに役立つからである。ところが政府の提案した陪審
法案は，この事実認定権を制限することで，憲法との整合性をはかるよう
主張された。それは，事実の認定を裁判の範囲に入るものと認めたうえ
で，それを陪審に行わせるが，実効性は裁判官に委ね，裁判官による裁判
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を守り，憲法との整合性をはかった見解である。合憲論の立場で，事実の
認定と陪審の役割については，もう一つの考え方があった。それは，事実
の認定は裁判に含まれないとして，裁判の範囲から除外することで，陪審
が事実の認定をしても，憲法には違反しないという，合憲性を主張した見
解である。後者は本書をまとめた江木衷らの見解であった。
　まず，陪審員が事実の認定をすることと憲法との関係について，憲法違
反の疑義をもつ議員は，つぎのような疑問を政府に質している。　「陪審員
ナルモノハ宣誓ヲナサレテヤルノテ，強力ナル効力ヲ有シテ居ル，即チ控
訴モ許サヌ，陪審員ノ参加シタル裁判二於テハ裁判官以外二事実ノ裁判ヲ
ナスカ故二殆ト事実ト判断ト効力ヲ同シクスル裁判ヲ為スカ故二控訴ヲ許
サヌ，ソレカ故二陪審ト云ヘハ即チ真ノ裁判テ即チ裁判官テアル，全ク事
実ノ裁判官テアル，憲法ノ五十八条二於テ帝国ノ裁判官ハ法律二依ツテ規
定セラレタル者力之二任セラレテ裁判ヲ為スモノテアル，陪審ハ若シ政府
委員ノ如ク是ハソレ程ノ効力ヲ有スルナラバ即チ裁判官ト同等テアリマ
ス，是ハ帝国憲法二抵触セサルヤ否ヤ此点ヲ伺ヒタイ」（449）。
　このような疑問は，陪審制違憲論を主張する人々の間で強く主張された。
いってみれぽ，違憲論の中核的な論点であったといってよい。そこで，
「事実の認定は裁判にあらず」，という主張は別として，あくまで「事実の
認定もまた裁判である」とすれぽ，なお陪審制を合憲とするには，工夫の
いるところであった。その一つに陪審員を裁判官とする立法上の解決論が
あった。しかし，政府はこの見解は採用しなかった。もし陪審員を立法で
裁判官と同じ資格を与えるとすれぽ，陪審のもつ民主的性格が失われてし
まうからである。したがって，陪審員を民間人のままにおいて，事実の認
定をさせ，しかも憲法に抵触しないための陪審制をいかに組み立てるかが
政府の苦心するところであったし，議会においても議論の集中したところ
でもあった。そして，つぎに紹介する政府答弁のように，事実の判断をし
た陪審は，そのことを裁判官に答申することになって，いわゆる「評決」
ではない，と答弁している。
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　政府は事実の認定と憲法との関係を，つぎのように述べている。　「憲法
二於テ裁判ト申シマスルモノハ，政府並二法制審議会二於テノ多数ノ意見
ト致シマシテハ，単二法律ノ解釈適用ノミニ非スシテ，事実ヲ認定シ，事
実ヲ判断スルト云フ事モ，即チ裁判ノーッテアル，故二若シ陪審力事実ヲ
認定シ，其ノ認定二依テ裁判官ヲ羅束スル，法律上裁判官ヲ拘束スルト云
フコトニナリマスルト，即チ我力憲法ノ司法権ノ規定二抵触スル，斯ウ云
フ事ニナリマスノテアリマスカラ，本案ハ法制審議会並二政府ノ考ト致シ
マシテハ，其抵触ヲ妨ケルト云フ事ハ考ヘナケレハナラヌ点テアルノテア
リマス，而シテ本案二依リマシテハ，只今説明ノアリマシタ如ク裁判官ヲ
羅束シナイト云フ事ニナツテ居リマシテ，飽ク迄事実ノ判断，事実ノ認定
裁判ヲスルノテアル，唯事実ヲ認定裁判スルニ付テ，陪審法ハ答申ト云フ
手続ヲ取ツテ事実ヲ認定スルト云フコトニ致シマシテ，此点二関スルー面
二憲法ノ衝突ヲ避ケテ居ルノテアリマス」（485－6）。
　政府は，裁判というものが，事実の認定と法の適用の両者を含むことを
繰り返えし述べている。したがって，事実の認定はあくまで裁判官にあっ
て，陪審にはない。　「陪審は答申という手続をとって事実を認定する」に
すぎないから，陪審が違憲となることはない，と主張した（486）。
　このように事実の認定を裁判のなかに含めると，陪審が裁判を行うこと
になり，それでは憲法違反となる。そこで政府のように認定手続を立法で
変更したり，また陪審員を裁判官と同じ身分とするように立法で認めて憲
法との整合性を計ろうとする見解などに対して，事実の認定は裁判にあら
ず，という立場にたって，合憲性を主張する見解があった。本書をまとめ
た江木衷，原嘉道，花井卓蔵ら弁護士のなかに，この見解をとるものが多
かった。花井卓蔵の議会質問によると，事実の認定は単に訴訟手続に止ま
るものであって，裁判は制裁とか執行を伴う法の適用をいうのである。刑
事訴訟法で裁判所が事実を認定し，法律を適用し，刑を言渡すとしている
（旧刑訴90，203条）が，それは「従来裁判官力事実ノ認定ヲ為シ来リタ
ル伝統的ノ慣例二拘泥シ」ている（1255）にすぎないから，「事実ノ認定
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ハ裁判ニアラス。憲法問題ト・・没交渉テアリマス」（1255）ということに
なる。しかし，このような見解は，やはり少数意見であったといえよう。
花井卓蔵ほかのこの見解にもとつく質問に対して，政府の答弁は事実の認
定は裁判であるかどうかについて，どちらか一方の説を採用して陪審法案
を決めた訳ではない。この見解は学理上の争いであるから，政府はこれを
肯定も否定もしていないと答弁した（1311）。しかし，結局は，この二つ
の見解のうち，どちらかの見解に政府案もまかせて立案することになる。
そして実際には，事実の認定は裁判である，という説の側に立って説明し
ているような形になるのだが，政府としては「此憲法上ノ疑義ヲ将来二残
サナイヤウニセネハナラヌト云フ趣旨ノ下二，立案ヲセナケレハ，此問題
ヲ，軽卒二，譲ッタト云フ趣旨ハ立タヌト思ハレマス」，と述べ，学説の対
立との問に一線を画している。それでもやはり，結果的には事実の認定は
裁判であるという説を採用した形となった。そして，そういう考えを立法
に生かしたのが，陪審法案第1条で陪審の認定行為を諮問機関的な答申行
為におきかえたことと，第95条で陪審の事実認定と裁判官の意見とが一致
するまで，何度でも陪審の答申を繰り返えす規定である。ところがこの第
95条は，陪審と裁判官の意見が一致するまでは，際限もなく陪審を繰り返
えすという，いわぽストッパーをもたない条項であったため，議会におけ
る大きな論議の対象となったのである。
　この論議は，結局政府のねぽり勝ちとなった感があるが，つぎにその経
緯をみてみることとする。
〔5〕　陪審更新の反復一陪審法第95条と憲法
政府の考えでは，陪審による事実の認定はあくまでも裁判官による裁判
の補助的性質にとどまるもので，事実認定権は裁判を行う裁判官にあった。
したがって，陪審の答申が裁判官の判断と異るようであれぽ，裁判官はこれ
に直ちに従う必要はないことになる。だからといって「裁判官ハ犯罪事実
アリトシ，陪審ハナシトシタ場合二於テ，若シ裁判官力独断二，直二自己
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ノ考ノ犯罪事実アリト云フコトニ判決力出来ルナラバ，是ハ全然陪審ヲ置
イタ効果ハナイ」（186－7）。しかしながら，法案の第95条によって「裁判
官ハ犯罪事実アリト信シテモ，陪審員力無シト答申シタ場合二於テハ，更
二他ノ陪審二聴カナケレハナラヌ，ソレヲニ度繰返シ，或ハ三度繰返スト
云フコトカ，法律上ハ出来ル」（187）と政府は説明した。そこでは「裁判
所陪審ノ答申ヲ不当ト認ムルトキハ訴訟ノ如何ナル程度二在ルヲ問ハス決
定ヲ以テ事件ヲ更二他ノ陪審ノ評議二付スルコトヲ得」と定めている。こ
こにい争「他ノ陪審」とは，あらたに抽選によってえらぼれた陪審員で構
成される陪審である。この条項によれぽ，陪審員の答申が不当であった場
合，つまり裁判官の意見と一致しない場合には，　「十回テモニ十回，百回
テモ，千回テモ繰返シテ終局スル所カナイ」（891）ことになり，法文とし
てはきわめて不備であるという疑問は議員の誰しももっていたということ
ができる。
　政府の答弁では，まずこのような場合には「何遍陪審員ヲ変ヘテ見テモ，
裁判所ハ其手続ハ試ミネハナラヌノテアリマス，法律上ソレハヤラネハナ
ラヌノテァリマス」（854－5）と強く主張するとともに，これが外国におけ
る陪審制度として一一一・般に認めているものと大いに異る点であり「我力陪審
法案ノ特微ナリ」（855）と述べた。そして制度によっては法律上の規制が
なくても，結果を予定できる例はいくらもあるとして，両院協議会の協議
未成立のときの規定がないとか，法律の裁可がない場合の憲法上の規定が
ない例などをあげている。そして，「陪審ノ問題ハ犯罪構成ノ事実ノ有無
テアリマス，斯ウ云フ事柄二付テ全然意見力違フコトハ無イモノト考ヘ
ル，無論多少意見ノ相違ハアリマセウケレトモ，実際的二考ヘマスト，数
回反覆シテ尚ホ意見ノー致ヲ見ナイト云フヤウナコトハ，実際二於テハア
ルマイト考ヘル，サウ云フ次第テアリマスカラ，法律トシテ実際上殆ト無
イヤウナ事マテ考ヘテ，ソレニ対スル規定ヲ設ケルト云フコトハ，是ハ寧
ロ考ヘモノテアルト考ヘマス」と，実際運用に期待したような答弁をして
いる（892）。政府のホンネであるといってよいであろう。要するに，憲法
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違反を回避するための苦肉の策として案出されたものであるから運用に期
待するような，このような答弁にならざるをえなかったものといえる。し
たがって，議員から，このような条項を設けたことは憲法違反を避けるた
めの条項だから，法案そのものが不徹底なものであるという批判がなされ
た（194）。
む　す　び
　陪審法案の審議は，かなり活発に行われた。そこには・原敬内閣によっ
て推進されてきた陪審制実現の政策が，枢密院で換骨奪胎されたり，原敬
首相の暗殺があっても，なお大正デモクラシーの影響は，議会の法案審議
に強く反映していることを読みとれるのである。しかし結局は，陪審法案
は無修正のまま成立することになった。それはいってみれぽ，帝室論を根
底においた，明治憲法下の民主主義潮流の限界を示すものでもあった。陪
審法制定の立役者であった江木衷でも，その主張するところは，司法不信
によって生じる天皇神聖を侵す危険思想の安全弁として陪審制の必要を説
いていたのである。ここに，陪審法案審議における憲法論争の限界もあっ
たし，陪審制そのものの限界もあったということであろう。
〔註〕
　本稿は，江木衷，原嘉道，花井卓蔵監修「陪審法審議編」（清水書店，大正12
年発行，大正14年再版）の中の憲法論議の部分だけをぬきだしたものである。本
書はその冒頭に大正8年7月に内閣に設置された臨時法制審議会で，在野法曹の
統一見解として作成された陪審制立案要綱が掲載されている。この要綱第一条で
は政府案と異なり，　「……刑事事件二付事実ノ判断ヲ陪審員ノ評決二付スルコト
ヲ得」としている。もっともこれは，本稿本文中で述べたように，彼らが陪審員
の事実の認定は裁判ではないという見解が前提であったことにもあった。いずれ
にしても，江木衷らのなみなみならぬ意気ごみがこの要綱にこめられていること
は確かである。
　陪審法案が第45・46帝国議会に提出されるまでの経緯については，利谷信義
「司法に対する国民の参加一戦前の法律学と陪審法一」潮見俊隆編「現代の法律
学」（現代法6，岩波講座）p．365以下を参照のこと。
　なお本文中（）内の数宇は「陪審法審議編」の頁数である。
